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0結 与計算代行

0労 働保険 (労受 雇用保険害)手 続き代行

。社引景険 (健康 厚生年全保俵章)手続き代行

。人事 労 務 =関 する相談

0航 業規貝」、各種規程の作成     寺

【防災の日/防 焚週間】 9月 1日は防災のRで す。また この日を含む 1週問 (8丹 30日ヽ9月 5日 )は 「防

災IF問Jに ためられています.j二年では 人 た業を中心に防え対策としてBCP(事 業雑続舟山)を 秦たし

ている企米も少なくありません 内 財中の問益 (平成 29年度)tよ れば 大 企来で6割  中 撃企米でも3

削犯 CPを 策定してあり そ の言3載項目でもっとも多いのうi「従業員の安全酢保Jて した。また 中 小企業

庁の,CP策 定辺用指針では安沓確訟の方法として 災 許時の弊急連絡栂の監情や災言伝3/イ ヤル 災 害伝

言サービスの市lHを孝げています 今 年86】 に起きた大阪llJ北部の地在や7日 の四H本 のま雨をはじめ

自然災言による校害が相次いています。もしものときの会社の備えを 見 直してみてはいかがでし■うか。
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ぼ口成立した働き方改革法でこう変わる

来年4月 以降に対応が求められる

時間外労働などの改正点
切き方改=法 が成立し

時PH5タト労働や年次有給体慢などについて改正されました。

今後 を改正の地そf時期に合わせて企業は対応を求められることになります。
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控康増進き及月間

生活習伸うの整解や41底ち(り を促進するため 0月

を建虜増直者■月間として定あ 厚 生労働省や宮都道

府県が さ 官ざます行事を草施しています

o,/′ _,o

障雪者雇用支援月間

事業者はもちろん 広 く一般国民に↓差害者雇用の

構直を感成し 障 害者の礎業的自立を宝接するため

厚生労的省や独立行取拡大高臨 障 宮 末 職言匠用

=鳩機ねなどす 啓 受活動を行っています.
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自空予防うJ惜J

平成28年に樋行された餃正自☆寸末喜本法にれ て

この期間打 「自穀予防週回Jと して新たに規定され

ました 騒塩のメンタルヘルスを見直,緯合に
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I表】寄濁忠み施行時期

残栄時田り上限ま入      :   2010年 4月    1   2磁 い 4月

卓次有お休如 霞務 20 1 9年 4月

割■■査宰0第 予裕□廃IL   : 1   2023年 4月

勧務向インターバル亀サ度 2 0 1 9年 4月

高度ブ0フ ェッショナル初産 201軒 4月

麿終医り継権強イヒ 2 0 1 0年 4月

同一労は同一貫査       :   2020年 4月    1   2191■ 4月


